
図表 高等教育機関への進学における25歳以上入学者の割合
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出典／OECD教育データベース（2009 年）
ただし、日本の学生については、「学校基本調査」および文部科学省調べによる社会人入学者数。
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　日本の教育システムは、義務教育か
ら高校に至るまで、公的に順調に整備
されてきた。一方、大学進学率が 18
歳人口の 50％を超えるなど、高等教
育は、高度経済成長の中で知的レベル
の向上に大きく貢献してきた。
　しかし、いくつかの問題点がある。
まず、大学進学率が50％を超えたと
いっても、OECD 加盟国の中では、
決して高い数値ではない。すなわち、
グローバル社会の競争において、知的
基盤の強さは、各国が必須なものとし
ているし、個人もこぞって自己の能力
の開発に努めている。日本では大学改
革は声高に叫ばれているが、公財政に
よる助成は少なく、他国に比べてやや
立ち遅れている。
　もう一つ重要なのは、大学入学者の
年齢である。日本では25 歳以上が入
学者に占める割合は、わずかに2％で
あり、その半分は放送大学の入学者で
ある。つまり、ほとんどの大学では

25 歳以上の学生はいない。OECD 各
国平均は、21.1％である（図表）。これ
は、日本の高等教育の社会的役割に
は、特異性があり、社会人教育の面が
薄いことを示している。
　その理由の一つは、大学が高校まで
の教育の単なる延長にあって、就職だ
けが目標となり、明確な役割がなかっ
たことにある。長く、企業は新卒を一
括採用し、社内教育で社員を育ててき
た。大学は、それに合わせた人材供給
を続けてきた結果、社会で活躍する力
を身に付ける場所としての役割を果た
し得ていない。ところが、昨今、企業
は、多様な能力を持つ人材、高い専門
能力を持つ人材を多く必要とするよう
になっている。この変化に対応するた
め、大学は、今、大きく舵を切ろうと
している。
　世界における高等教育の役割は、社
会の知的レベルを上げて、より進化し
た社会機構や地域社会の構築をめざす
と同時に、グローバルな問題解決、高
齢化への対処、資源・エネルギー問題
などに挑戦するイノベイティブな人材

を育成することにあるのである。
　日本の高等教育が、高度成長期とそ
の後の停滞期に、人材育成という役割
を実現できないままきたことは、日本
社会の基本構造の弱体化を招き、社会
が活力を失っている一つの大きな原因
となっている。
　もちろん、東日本大震災において、
日本社会が示した互助の行動は、世界
中が称賛するものであった。日本人が
古くから持つ社会的な良さや強さは、
決して失われているわけではない。問
題は、グローバルな現代社会に適した
形で、それを高度に発揮する能力を社
会的にも個人的にも養っていないこと
である。
　個人が、人間力を向上させて、社会
に対する貢献度を高める。そのために
生涯進化を遂げていくことが必要にな
る。そこで学びの機会を与えるのが、
生涯学習であり、社会人教育である。
　生涯学習の振興は古くから求められ
てきた。1987 年に終結した臨時教育
審議会の最終答申において、生涯学習
体系の確立が明記されているし、1990
年には生涯学習振興法が成立して、教
育制度の中に生涯学習が位置付けられ
ている。最近の第2期教育振興基本計
画にも、重要な項目として取り上げら
れている。しかし、現実は生涯学習の
振興は個人の学習を促すことに終わっ
ていて、さまざまな社会教育のしくみ
としての強化はあまり進んでいない。
社会教育は、行政をはじめ、NPO や
企業などが担ってきたが、本来、大学
がその中心的役割を果すべきなのであ
る。

　大学の取り組みには、従来の学部・
大学院以外に3つの方向がある。一つ
は、大学を社会人向けにオープンにす

る、いわゆるエクステンションあるい
はオープン講座の設置である。例えば
科目等履修生制度や履修証明制度は効
果を上げ始めている。
　二つ目は、高度専門職業人の養成で
ある。海外では、ビジネススクール、
法科大学院、教職大学院など大規模な
ものに加えて、多種類のものが開設さ
れつつある。この分野は、日本での発
展が大変遅れている。
　その原因は、従来の日本企業は、大
学院教育を高く評価してこなかったこ
とにある。大学と企業との間における
議論は、学生の就職問題についてであ
り、個人が生涯にわたって能力を伸ば
していく社会的システムについては、
なされてこなかった。これからの専門
職教育は、学生がそれを受けることの
意味付けと努力目標を明白にすること
が必要である。そのための根本的なし
くみとして、専門職教育のレベル認定
やさまざまな資格認定の制度を充実さ
せて社会に確実に認知してもらうこと
が極めて重要になる。
　これは、現在、大学改革の中で、イ
ンターンシップや短期留学など「経
験」を積むことの重要性が強く指摘さ
れていることや、社会人の学び直しと

も密接に関係している。つまり、教養
やコミュニケーション能力、問題解決
能力などの基本能力を高めることは、
これまで大学教育の質保証として懸命
に追求されてきたことであるし、社会
も学生も大学の教育にこの点を厳しく
求めてきた。
　ところが、高等教育の重要な役割と
して、社会的動機づけがあらためて強
く要求されている。生涯にわたって、
安全・快適で高い文化を持つ社会を努
力してつくることに学生を向かわせる
ことが教育の大きな目的なのである。
これを単なる思考や議論の題材とする
だけではなく、現実の問題として考え
ることが必要である。「経験」は、学
びへの動機づけとして、学士課程にお
いても有効な要素であり、実社会で働
く中で問題意識や自分の能力開発の欲
求を高める効果がある。このような
「経験」をふまえて学び直しへと向か
うことは極めて有意義である。
　三つ目は、大学自体のミッションを
地域づくりに定め、他大学、行政、企
業と連携し、社会人を含めた教育体系
をつくることとする。地域社会の再構
築については、生涯学習、社会教育は
その基盤となる。
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　地域づくりの現場の環境で、大学教
育が行われることにより、働く意義を
感じ、卒業後もその中で仕事を続ける
学生たちは確実に増えるであろう。ま
た、ビジネスの場面で実践的に行われ
る教育においても、生涯にわたって自
分の知的能力を高めると同時に、より
良い社会構築のための広い観点から物
事を捉え、異なる組織に属する人間同
士が共創を生む喜びを与えてくれるこ
とであろう。

　これまでの大学教育は、学生の個人
的な学力の向上とともに、コミュニ
ケーション能力や倫理教育などによっ
て社会的能力を高めることをめざして
きたが、現実は個人の学力向上に比重
が置かれている。自分が働く社会の歴
史、文化、地理などを生きた知識とし
て深め、考える能力を高めて、その社
会に対してより高い貢献をするという
意識の醸成に至っていない。
　これからの大学教育の目的は、社会
的能力を生涯にわたり向上させること
である。25 歳を超えた社会人が２度
目となる新入生として入学してきた
り、実社会の経験に応じて、高い問題
意識と意欲を持って入学してくる社会
人によって大学院が溢れたりするよう
にしなければならない。
　もちろん、それを実現するには、あ
る程度コストを低くすることと時間的
な柔軟性が必要であるから、eラーニ
ングなど ICT の活用が不可欠となる
だろう。これからの大学は、生涯にわ
たって学修を続ける社会人のニーズに
対応できるコースを整備することに
よって、新たな高等教育の市場を拓く
ことが可能であろうし、ひいては社会
全体のレベルアップに貢献できるはず
である。
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